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概要 

１． 背景・目的 

本市では、令和 4 年度厚生労働省モデル事業採択を契機に、医療・介護・福祉・地域の多様な関係者

と連携して社会的処方の取組を推進してきた。3 年間の取組を踏まえ、更なる発展に向けて、健康影響予

測評価（Health Impact Assessment: HIA）の枠組みを用いた評価を実施した。評価の目的は、⑴本

取組が健康や健康の社会的決定要因（Social Determinants of Health: SDH）に与える影響を検

討し、改善の方向性を明確化すること、⑵評価過程を通じて関係者間の共通認識を形成し、より一層の連

携強化を図ることである。 

２． 評価対象 

評価対象は、「養父市社会的処方推進事業」（以下、「本市の社会的処方の取組」）全体である。 

３． 評価方法 

医療・介護・福祉・教育・子育て分野の関係者 29 名が参画し、全 3 回のワークショップを中心に、ワー

クショップでの議論、インタビュー、支援記録、統計データを用いて、取組の影響と改善案を検討した。 

４． 評価項目 

本評価では、影響の検討に加えて、⑴対象となり得る集団の特徴⑵課題・強化すべき機能⑶ロジックモ

デルの 4 点を検討した。影響の検討においては、個人・家族・地域コミュニティ・システムの 4 領域にわた

る 20 項目を重点的な評価項目として選定した。 

５． 結果の統合と解釈の方法 

実施主体の会議及び第３回ワークショップで実施し、複数の収集データを踏まえた議論を通じて結果を

取りまとめた。影響の検討では、「方向性（良い・悪い）」「大きさ（大・中・小）」と「根拠の確からしさ（確

か・やや確か・不明）」の３観点を設定し、根拠として第２回ワークショップの個人の質問票の回答結果、グ

ループワークの検討結果、事例の分析結果（件数・内容）を用いて影響を整理した。 

6． 主要な結果の概要 

⑴ 対象となり得る集団の特徴と市内規模について 

対象となり得る集団の特徴として、「独居高齢者」「過度な飲酒」「家族ケア負担」「経済的困窮」「ひき

こもり」の 5 類型に整理した。過去 3 年間に医療機関から社会的処方推進課に紹介された 29 件の事

例では、60 代以上が約 86％、男性が約 66％、独居世帯が約 66％を占め、他者との交流・つながりの

不足、経済的困難・低所得、不健康な飲酒、服薬管理不良、人間関係や、家族介護等における課題が見ら

れた。ワークショップのグループワークでも、高齢、男性、独居、アルコール、引きこもり、経済的困窮、近所ト

ラブル、介護者といった特徴が挙がった。また、既存の統計データを整理した結果、対象となり得る集団の

市内規模は数百～数千人に相当することを確認した。 

⑵ 健康やSDHへの影響について 

２０項目の影響を検討した結果、19 項目は良い影響、1 項目（支援者の業務負担感）は悪い影響とし

て懸念されると整理した。 ワークショップでは、質問票への回答とグループワークにより参加者の認識を

把握し、１9 項目で良い影響と期待される一方、支援者の業務負担感について悪影響が懸念されるとい

う評価になった。支援者の業務負担感の原因には、情報整理・共有に伴う負担、時間的負担、幅広い専門

知識に伴う負担、心理的負担、ケースマネジメントに伴う負担が挙がった。インタビュー及び支援記録から

収集した 52 件の事例分析では、個人の変化として、他者とのつながり増加、不安感の軽減、就労機会の
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獲得、飲酒量の減少、服薬管理改善、生きがいの獲得、スキル習得、自己管理能力の向上が確認できた。

加えて、家族の安心感・心の余裕の獲得、地域住民の支え合い意識の向上、地域活動の担い手の増加、

居場所の充実、頻回受診の減少、適切な制度・サービスへの新規接続、多職種・多機関での迅速な情報

共有や役割分担の実現などの変化も確認できた。一方で、事例の蓄積が十分でない項目もあり、２０項

目中 8 項目の根拠の確からしさを「不明」とした。今後も、継続的なデータの蓄積が必要である。 

⑶ 今後の改善の方向性 

本市の社会的処方の取組は、個人の健康やウェルビーングの向上を中心に、家族、地域コミュニティ、

システム面への良い影響が期待できることを確認した。一方、支援者の負担感増加は、取組推進に伴う主

要なリスクとして位置づけた。ワークショップでは、取組の課題や強化すべき機能と、それに対する改善案

及び支援者の負担感軽減のための提案を検討した。その中でも特に重点的に取り組むべき方向性を以

下の通り整理した。 

① 地域住民（コミュニティコネクター）からの連絡・紹介ツール整備 

民生委員・児童委員、見守りネットワーク事業所、市民団体等と連携し、地域の「気づき・見守り」から支援

につなぐ入口を強化する。属性を問わず困り事を把握した際に活用できる連絡・紹介シート（地域版つなが

り処方箋）を整備し、早期に専門機関・部署へ接続する仕組みを構築する。 

② 包括的な支援体制と多職種連携の強化 

リンクワーカ―研修を継続し、分野横断の「顔の見える関係性」と多職種連携をさらに強化する。今後は、

分野横断的な好事例共有を充実させ、社会的処方の３原則（本人中心性・エンパワーメント・共創）に基づく

伴走支援の学びを深める。加えて、有志による定期的な情報交換の場（支援者プラットフォーム）の立ち上げ

を検討する。 

③ 分野横断的な支援記録共有システムの導入 

高齢・障がい・子ども・生活困窮など分野をまたぐ複合課題に対応するため、庁内で分散している支援記

録を統合・共通化し、タイムリーな情報共有と状況把握を可能にする。併せて、重層的支援関係部局による

継続的な検討の場を設け、運用設計と定着を進める。 

④ デジタルによる非対面相談（入口）の活用・普及 

ヘルスケアチェックシステム（ポジティヴヘルスクモの巣チャート、いきいき生活度チェック）を活用し、非対

面での相談・気づきから支援につながる経路を拡充する。マイナンバーカード連携等により、本人の希望を

起点に支援者が状況確認・アウトリーチできる仕組みを普及させ、従来把握しにくかった層へのアプローチ

と自発的な気づきから支援につながる経路を広げ、早期介入につなぐ。 

⑤ 「つながるＤＡＹＹＡＢＵ」掲載情報の裾野拡大による質・量の充実 

住民の多様な趣味・嗜好に応じた地域コミュニティへのマッチングを促進するため、地域活動・集いの場

情報に加えて、身近なスポットや日常利用できる場・店舗等も掲載し、情報の質と量を高める。また情報収

集・更新方法を含む運営体制を検討し、継続的に情報を充実させる。 

⑥ コミュニティナースの役割・位置づけの明確化と人材確保・育成 

社会的処方におけるコミュニティナースの役割と位置づけを整理し、市内でコミュニティナース的な動きを

担う人材の確保・育成を進める。具体的には、将来の配置規模、雇用形態、必要な資格・スキル、期待する役

割を明確化し、関心層とのマッチングを促す。 
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1 身体 本人の身体活動 P ◎ やや確か

2 本人の孤独感 P ◎ 不明

3 本人の不安感 P 〇 やや確か

4 本人の自己効力感 P ◎ 不明

5 本人の楽しさ・充実感 P ◎ やや確か

6 本人の生きがい P ◎ やや確か

7 生活習慣・行動 本人の自己管理能力 P 〇 確か

8 本人の他者とのつながり・交流 P ◎ 確か

9 本人の地域活動への参加 P 〇 不明

10 経済 本人の仕事・就労機会 P 〇 やや確か

11 家族 心理 家族の安心感・心の余裕 P 〇 やや確か

12 住民同士のつながり 地域住民の支え合いの意識 P 〇 やや確か

13 地域住民のつながり・交流 P 〇 不明

14 住民主体の活動 地域活動や居場所の充実 P 〇 不明

15 地域活動の担い手の数 P 〇 やや確か

16 労働環境 地域の雇用・仕事の担い手の数 P △ 不明

17 サービスの利便性 サービスの適正利用 P △ 確か

18 協働体制 多職種・多機関連携 P ◎ 確か

19 支援者の負担 支援者（専門職）の業務負担感 N 〇 不明

20 既存制度との関係 既存制度・サービスとの関係性 P ◎ 不明

項目 レベル 影響領域 影響項目 1．影響の方向性 2．影響の大きさ 3．確からしさ

①影響の方向性（良い影響（P）、悪い影響（N）　※根拠：　ワークショップの回答結果の正負
②影響の程度（小さい（△）：無視できる程度、中程度（〇）：平均的な程度、大きい（◎）：重要で対応を要する　※根拠：ワークショップの回答結果の平均値の大きさ
③確からしさ（分からない（不明）：裏付けが不十分、やや確か（やや確か）：一部データがある、確か（確か）：複数データが照合する　※：根拠：　事例の件数）

個人

心理

精神・エンパワーメント

社会とのつながり

コミュニティ

システム
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